
第８期計画と第９期計画（案）の施策体系の比較

●就労及び就労的活動の支援

地域包括ケ
アシステム
の推進体制

（４） 保険者機能の強化

施　策　　大項目

（１）地域の課題・ニーズに基づく施策の展開
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（２） 在宅医療・介護連携の推進

（５）権利擁護の支援

（３）連携による認知症への支援

（１）誰もが共に暮らす地域へ

（２）安心して暮らし続けられる住まいに向けて
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（２）就労・社会参加の促進

（３）介護予防と健康づくりの推進

第９期　施策体系（案）

（１） 多様な社会参加の促進

（４）認知症への理解

（２）介護予防と健康づくりの推進

（１）相談支援の充実

地域包括ケ
アシステム
の推進体制

基本理念 基本方針 基本目標
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（３）介護人材確保と業務効率化の支援

（３）生活支援や見守りの充実

（４）介護者の負担軽減
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●高齢者虐待への対応
●成年後見制度の活用促進

基
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●生活支援サービス等の利用支援

●地域における防犯対策や交通安全の向上

●「健康都市いちかわ」の推進

●見守り支援の充実

基
本
目
標
３

●消費者被害の防止

●認知症の人と家族を地域で支えるための支援
●地域共生社会の観点に立った包括的な支援に向けて

（４）生活支援サービスと見守り支援の充実

基本方針 基本目標

（１）介護予防・生活支援の体制整備

●公共交通や道路のバリアフリー
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（５）地域共生社会に向けて

（６）介護人材確保と業務効率化の支援

（１）個々のニーズに応じた住まいの支援

（２）地域の安全・安心対策事業の推進

（３）「まちの健康」づくりの推進

（４）点検・指導監督等による介護保険事業の信頼向上
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（２）認知症の早期発見・早期対応

（３）相談窓口の充実とケアマネジメント向上

（５）介護負担の軽減と介護離職の防止
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（４）高齢者の権利擁護の支援

（１）在宅医療・介護連携の推進

第８期　施策体系

施　策　　大項目

（１）地域の課題・ニーズに基づく施策の展開

●支援・介護を必要とする方の住まいの適切な供給

●地域における災害や新興感染症への備え

施　策　中項目

●在宅医療の現状分析と課題抽出
●在宅医療・介護連携の推進

●高齢者サポートセンターの機能強化と相談窓口の充実

●低所得者に対する利用者負担軽減

●介護人材の確保支援
●介護事業所の業務効率化支援

●賃貸住宅の円滑入居の支援
●住まいのバリアフリー改修支援

●施設訪問による利用者・家族等の相談支援
●市の介護保険運営等に対するチェック

●地域のサービス提供体制構築と担い手養成
●地域住民主体の福祉コミュニティづくり

●社会参加の充実と基盤確保

●介護予防の総合的な展開(一般介護予防事業)
●生活改善や運動による健康づくり
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●疾病の早期発見・早期治療のための各種検診・健診等

●生活支援サービスの提供拡大

●介護サービスの効果的な整備
●介護保険制度やサービス事業所に関する情報提供
●介護技術講習や介護者交流の機会提供

●在宅医療の地域住民への普及啓発等

●認知症に対する知識・理解の啓発
●医療と介護の連携による認知症への対応

●地域ケア個別会議の運営とケアマネジメントの強化

●介護給付等費用適正化事業
●介護サービス事業者に対する指導・監督等

第２回　高齢者福祉専門分科会
令和５年８月２３日（水）

資料２


